
１．児童手当制度について
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（１）公務員の方が異動、退職等をする際に在住する
市区町村に児童手当の申請をすることについて
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（１）公務員が異動、退職等をする際に在住する市区町村に児童手当の
申請をすることについて （資料１参照）

○ 公務員である児童手当等の受給者が退職等により公務員でなくなる場合や、異動により所属庁が
変更となる場合には、異動前の所属庁において、異動日（退職日）の翌日から起算して15日以内
に異動先の所属庁や住所地の市区町村へ申請する必要がある旨を、改めて該当職員等に周知いただ
くようお願いしたい。

○ 特に、市区町村では当該職員が退職等により公務員でなくなったことを把握する機会がなく、児
童手当の申請や届出に係る周知を行う機会がないため、申請漏れ等により不支給期間が発生する恐
れがあるので、特に留意願いたい。

○ なお、退職等する受給者へ配付する文書例を資料１－１に示しているので、適宜ご活用いただき
たい。

○ また、市区町村から児童手当を支給している者を公務員として採用する場合には、住所地の市区
町村への受給事由消滅届の提出を促すとともに、職員の認定について、適宜所属庁から市区町村へ
連絡いただく等の対応をお願いしたい。

○ 年度末を迎えるに当たり、近日中に事務連絡を発出するので、異動等する職員への対応について
遺漏のないよう改めてお願いしたい。
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（資料１）公務員の採用や異動、退職等に伴う児童手当の事務処理に係る留意事項について（令和４年９月22日付事務連絡）
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資料１―１
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（２）公務員区分の児童手当の支給について
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（２）公務員区分の児童手当の支給について （資料２参照）

○ 令和２年に成立した「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第40号）
の一部が令和４年10月１日に施行されたことに伴い、国や地方公共団体で使用される短時間労働者に、共済組合の短
期給付の適用が拡大されたところ。

○ 本改正に伴う児童手当の支給事務について、特に留意すべき点を「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一
部を改正する法律の一部の施行等に伴う児童手当の取扱いについて（令和４年９月１日付事務連絡）」において周知
している。

○ 今般の制度改正による長期給付の適用の変更等に伴い必要となる職員の児童手当の手続きに漏れが生じないよう、
各都道府県担当者におかれては、資料２の事務連絡に基づき、職員管理・福利厚生部局等の、所属職員への児童手当
支給事務を担当する部（局）及び担当者に周知いただくとともに、貴管内市区町村に周知していただくよう改めてお
願いしたい。

○ その際、特に長期給付の適用外となる臨時的任用職員への周知に留意いただくようお願いしたい。
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（資料２）年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の一部の施行等に伴う児童手当の取扱いについて
（令和４年９月１日付事務連絡）
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（３）同居優先・DV事例等における児童手当関係
事務処理について
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（３）同居優先・DV事例等における児童手当関係事務処理について
（資料３参照）

○ 本事務処理に関しては、自治体及び受給者からの問い合わせが増加傾向にあるため、令和３年２月26日付事
務連絡「児童手当における同居優先事例及びDV事例に係る事務処理について（再周知）」を発出し、関係する
「児童手当法の一部を改正する法律等の施行について」（平成24年３月31日雇児発第0331第１号厚生労働省
雇用均等・児童家庭局長通知）及び「児童虐待・DV 事例における児童手当関係事務処理について」（平成24
年３月31日雇児発第0331第４号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の趣旨及び内容について、改めて
了知願いたい。

○ 当該事務連絡において、明らかに現受給者である配偶者が児童を監護せず、または配偶者と申請者及び児童
との生計が同一ではないと判断することができる事例として、従前示している母子生活支援施設に入所してい
る場合の他、婦人保護施設等に母子ともに入所している場合や、接近禁止命令の場合などを具体的な事例とし
て追加するとともに、国民健康保険の扶養の有無に関わらず、個別具体的な状況により同様の状況と各自治体
が判断することが可能である旨を改めて周知したので、適正な事務処理に努めていただくようお願いしたい。

○ また、児童手当を支給する市町村の変更に当たっては、避難先の市町村を明らかにすることなく都道府県が
元の市町村に連絡するという取扱いの徹底を地方自治体に求め、児童手当の受給手続に伴って、ＤＶ被害者の
居所等に係る情報が配偶者に知られることのないような対応をお願いしたい。
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（資料３）児童手当における同居優先事例及びDV事例に係る事務処理について（再周知）（令和３年２月26日付事務連絡）
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